
	H23　要望項目
	担当部署
	回　　答

	１　中小企業の振興について(要望)
	
	

	２．中山間地域の生活基盤を確保するため、卸売業が取り組んでいる共同配送事業を効率的に運営するための支援を行うこと。
	商工労働部（経営支援課）
	県内卸売業者が取り組んでいる共同配送事業は、脆弱な中山間地域の流通機能を補完する手段として、有効なものと考えております。
共同配送事業の経営基盤の安定を目指すためには、共同配送を利用する荷物を獲得することが重要ですので、県では、「てんこす」へ商品提供している地域の生産者に対し、帰り便の活用を勧めるとともに集配業務効率化を図る取り組みに協力しております。今後とも共同配送事業者との連携を深め、既存ルートの維持や新たなルートの開拓などに協力してまいります。


	３．地域経済の大宗を占める中小・小規模企業の経営の安定化と、創業・経営革新など経営力の向上を積極的に支援するため、経営改善普及事業の予算を十分かつ安定的に確保すること。
	商工労働部（経営支援課）
	経営改善普及事業が補助対象事業となっている商工会議所等の小規模事業経営支援事業費補助金の予算につきましては、平成２３年度において対前年比99.7％となっており、ほぼ前年並みを確保しました。また、平成２４年度同補助金におきましても同額程度の確保に努めております。
今後も、いかに効果的な事業を実施するかを課題とし、貴会と協議しながら商工業者のニーズを把握し、商工会議所の組織体制強化、人材育成等を通して、中小企業を支援するための必要な予算確保に努めてまいります。


	７．公共機関のネットワークを活かし販路開拓やビジネスマッチングの機会を創出すること。また、販路開拓に要する費用について負担軽減策を講じること。


	産業振興推進部（地産地消・外商課）
商工労働部（工業振興課）
	販路開拓やビジネスマッチングの機会の創出につきましては、四国銀行、高知銀行の２行と地産外商公社、県の４者が協働で昨年に引き続き「食の大商談会」を高知市内で開催し、本年度は県内107事業者と県内外の多くのバイヤーとの商談の機会を設けました。この外、スーパーマーケット・トレードショー（東京）、フードテック（大阪）といった全国的な商談会への出展支援や、地産外商公社による「まるごと高知」を活用した試食商談会や日常の外商活動、県大阪事務所による試食商談会「土佐の宴」の開催など、今後も、県内事業者の皆様の要望を伺いながら、効果的な販路開拓・販売拡大の機会創出に取り組んでまいります。
県内企業の「販路拡大」への取り組みを支援することは、本県の産業の振興にとって大変重要であり、産業振興計画の産業成長戦略にも、明確に位置付けているところです。そのため、高知県産業振興センターなど産業支援機関や市町村と連携しながら、展示会や商談会開催などの取り組みを積極的に進めております。大都市圏の展示会では、高知県ブースを設置し、そのブースに県内企業が出展することで、新たな取引先の開拓支援を行っておりますし、大規模商談会の開催や有望な県外発注企業との商談会の開催により、県内企業の販路開拓への取り組みに対する支援を行っております。
また、販路開拓に要する費用については、「こうち産業振興基金事業」による経営革新支援や「成長分野育成支援事業」でこれらの経費に対する助成も行っておりますので、積極的に活用していただきたいと思っております。


	８．新事業展開や業務改善、販路開拓など基盤的な業務を担う人材の育成や研究開発を促進するための支援策をさらに充実させること。


	産業振興推進部（計画推進課）

商工労働部（工業振興課、商工政策課）
	本県産業の底上げにつなげていくには、それぞれの地域で中核となってそれを支える「人づくり」が重要であるとの考えから、「地域産業を創造・リードする人材の育成」を重点施策と位置付け、取り組みを進めております。
今後は、新しい商品の開発や産業間で連携した新しいビジネスの創出等を目指す人材を育成するため昨年度から開設している『目指せ！弥太郎　商人（あきんど）塾』などの研修をさらに充実させ、受講者のニーズやレベルに応じた研修を体系的に実施していくこととしております。
試験研究機関による県内企業への技術支援や技術人材の育成への支援を行うとともに、産業振興センターによる「こうち産業振興基金事業」を活用した支援や販路開拓への支援も行ってまいりますので、積極的に活用していただきたいと思っております。


	９．全国的に電力需要の問題やサプライチェーンの見直しから、生産機能の分散化を図る傾向がある。これを機会に、県内企業の誘致や本県企業がサプライチェーンを担うための県外企業とのマッチングを積極的に支援すること。


	商工労働部（企業立地課）

商工労働部（工業振興課）
	３月に起きた東日本大震災は、各企業がリスク分散について改めて見直しを行う契機になりました。
本県は、長引く不況や円高など厳しい経済環境に加えて、産業集積の少なさが要因となって付加価値を生み出す生産工程の多くが、県外に流れていくという、構造的な課題を抱えております。
その中で、４月に補助制度を改正し、産業集積促進のための補助要件の緩和、補助率の引き上げ等を行い、本県での設備投資が有利と考えていただけるように、全国トップクラスの制度といたしました。
自動車や電子部品関連など、全国のサプライチェーンマネジメントを担う県外企業の立地は、非常に厳しい状況にありますが、貴会のお力添えもいただきながら、きめ細やかな企業訪問活動を行うことにより、粘り強く取り組んでまいりたいと考えております。

　産業振興センターでは、大阪と高知に業務斡旋調査員を配置し、県外の企業訪問によりニーズの把握や発注企業の開拓など受注拡大に対する取り組み支援を行っております。また、大都市圏での展示会や商談会への出展支援も行っておりますので、今後ともこのような活動によりサプライチェーンを担うための県外企業とのマッチングの機会の創出を支援してまいります。


	４　観光振興対策の促進について(要望)
	
	

	11．全国大会の誘致及び開催団体に対して積極的な支援策を講じること。

	商工労働部（経営支援課）
観光振興部（観光政策課）
	商工会議所及び商工会主催の全国大会につきましては、開催費補助や後援承認等の組織的支援等で支援を続けております。とくに、来年度は全国商工会議所観光振興大会が高知県で開催予定であり、現在、開催費補助に必要な経費の確保について検討を行っておるところです。商工会議所及び商工会に関連する全国大会等につきましては、県外観光客を誘客する機会と捉え、積極的に支援してまいります。
高知県観光コンベンション協会では、中国四国地区のコンベンション推進団体との連携や首都圏のコンベンション主催事務局を訪問するなどにより、全国大会の誘致に取り組んでいます。　
また、コンベンション開催団体に対する助成金の交付をはじめ、歓迎看板、郷土芸能などの提供及びボランティアガイドの派遣などの支援を行っています。
今後も、このような取組などを継続し、全国大会の誘致やコンベンション開催団体を支援するとともに、県としても積極的に誘致に努めてまいります。


	５　中心市街地・商店街等の活性化対策の拡充強化について(要望)
	
	

	２．実効性の高い中心市街地活性化基本計画の早期策定に向け、市町村の都市計画に関する広域調整等の支援を行うこと。
	商工労働部、（経営支援課）、土木部（都市計画課）
	中心市街地活性化法においては、計画策定にあたって、地域住民等さまざまな主体、多様な担い手の参画を得た協議の場（中心市街地活性化協議会）を組織し、十分な協議を行って理解を得ることとなっております。
そのため、県では、中心市街地活性化協議会の設置やその運営について、必要な支援や協力を行っております。
その結果、平成２０年７月には、四万十市が国の認定を受け事業に取り組んでおりますし、高知市では、平成１９年７月に検討委員会を、平成２３年１２月には協議会を設置し、検討を進めているほか、宿毛市でも平成２２年７月に協議会を設置し、認定取得へ向けて動き出しております。今後、都市計画に関する広域調整が必要となった場合には、県は関係市町村と調整を行います。


	４．中心商店街におけるコミュニティ機能の充実、文化・福祉活動への支援、空き店舗対策の推進、高齢者等の中心市街地への移住拡大など、中心市街地活性化に向けた取り組みに対して支援を行うこと。

	商工労働部（経営支援課）

土木部（住宅課）
	商店街の賑わいを創出し活性化を図るため、平成２４年度においても、商工団体等が行うイベント等の商業活性化事業、商業機能の維持や地域生活者の利便性の確保を図る事業や、商店街の空き店舗への出店を支援することとしております。
県内最大の消費地である高知市の新京橋プラザには、国・県・高知市が支援をして、県産品アンテナショップ「てんこす」がオープンしています。
「てんこす」では、県産品を広く取り扱うアンテナショップ事業と併せ、高齢者や子育て世代向けの教室の開催などのコミュニティ事業やおむつ替えや授乳のできる場の提供、商店街の回遊につながるイベントの実施などの中心商店街支援事業に取り組んでいますことから、中心商店街の活性化につながるものと期待しております。
こうした取り組みを通じ、今後とも中心商店街の活性化に向けて支援を行ってまいります。
高齢者等の中心市街地への移住拡大に関しましては、市町村が実質的な支援を行っております。県は市町村が行う支援事業について、国や関係機関と連携・協力しながら、ニーズに応じた支援を検討しております。


	５．「はりまや橋周辺から高知城までの東西軸エリア活性化プラン」の実
施による中心市街地の魅力向上・賑わい創出・周辺との回遊性の向上を
積極的に支援すること。
	総務部（政策企画課）、商工労働部（経営支援課）
	昨年３月に県と高知市が合同で策定しました「はりまや橋周辺から高知城までの東西軸エリア活性化プラン」につきましては、翌月から取り組みが本格的にスタートし、はりまや橋商店街で行われました１００円商店街などのにぎわいを呼ぶ各種イベントや中央公園への遊具設置などの様々な取り組みが姿を見せつつあるところです。
当プランの取り組みを進めていくにあたっては、県、高知市、民間団体等東西軸エリアに関わる全ての主体が、同じ方向を目指し、力を合わせて取り組んでいくことが重要となります。県としましては、観光をはじめとする産業振興面での広域的な支援に加えて、エリア内の県施設等の整備をすすめるとともに、必要不可欠となる中心商店街やその他の民間等が行う中心市街地の魅力向上・賑わい創出・周辺との回遊性の向上に向けた主体的な取り組みにつきまして、引き続き高知市と連携をとって支援に努めてまいります。


	６．人口減少対策について（要望）
	
	

	１．全国一、安心して子供を生み育てやすい県を目指し、現行の多子（３
子以降）世帯への支援について第２子も対象にするなど、子育て支援策
を拡充するとともに、官民協働で取り組んでいる「出会いのきっかけ応
援事業」のさらなる推進を図ること。また、従業員のために保育施設の
設置を希望する事業者に対して、国の制度より利用しやすい施策を創設
するなど、子育てしやすい職場環境づくりを支援すること。
	地域福祉部（少子対策課）
教育委員会（幼保支援課）
商工労働部（雇用労働政策課）
	【出会いのきっかけ応援事業のさらなる推進】
少子化の要因の一つである未婚化・晩婚化対策として、市町村や非営利団体などが行う出会いのきっかけづくりのイベントに対する助成や、県主催による独身者の大規模な交流イベントの開催、それぞれの地域においてボランティアで独身者のお世話焼きをしていただく「婚活サポーター制度」などに取り組んでいる。特に、本年度は、県主催の交流会の回数を昨年度の３回から８回に増やすなど、積極的に独身者の出会いの機会の提供に取り組んでいるところであり、今後とも、厳しい少子化の現状を踏まえ、官民協働で少子化対策を推進していきたい。
【多子世帯への支援など子育て支援策の拡充】
県においては、多子世帯の経済的負担軽減のため平成２１年度から、１８歳未満の児童を３人以上養育している世帯の第３子以降３歳未満の就学前児童が、認可保育所、幼稚園及び届出認可外保育施設を利用する場合に、その保育料を無料（軽減）化する措置を講じた市町村に対して助成を行っております。
また併せて、多子世帯の保育料軽減措置など、子育て家庭の経済的負担の軽減を含む少子化対策は、国を挙げて取り組むべき課題であり、国策として推進するべきとの考えから、国に対して、保育所や幼稚園での第２子を含む保育料軽減措置制度の内容の拡充と対象施設の拡大などの提言を行っており、今後も引き続き、こうした取組を続けていきたいと考えております。
【子育てしやすい職場環境づくり】
事業所内保育施設の設置については、国の制度である「事業所内保育施設設置・運営等支援助成金」を事業者に対し、社会保険労務士による企業訪問やワーク・ライフ・バランスのセミナーなど、あらゆる機会を通じて広報することにより、子育てしやすい職場環境づくりを支援してまいります。


	２．高卒就職希望者の県外流出を防ぐため、中学、高校の授業の一環と
して職業体験等の機会を増やすなど、県内企業に対する愛着感を醸成さ
せる活動を積極的に推進するとともに、就職担当者の育成を支援するこ
と。また、新規高校卒業者を県内中小企業者が採用した場合、賃金助成
や奨励金が受けられる等の支援制度を創設すること。
	教育委員会（高等学校課）
商工労働部（雇用労働政策課）、


	新しい学習指導要領でも職場体験や就業体験を積極的に取り入れることが記載されております。現在も、中学校、高等学校、それぞれで職場体験・就業体験を実施しておりますが、今後更に、体験的な学習活動の目的や学校の全体計画の中に明確に位置づけるとともに、地元産業や事業所に対する理解を深める取り組みとして推進していきたいと考えております。また、事前事後指導を充実させ、小中高をとおしたキャリア教育の一環として、発達段階に応じた取り組みにしてまいります。なお、体験先等につきましては、一層のお力添えをお願いいたします。
就職担当者の育成につきましては、企業訪問や県内企業を広く知るための県内企業見学会を行ってまいります。また、スキルアップ講習会等を学校で開催する場合には、学校の担当者が生徒と一緒に受講することで、教員の就職指導のスキルもあがっております。今後とも、進路指導担当者に限らず各学校のすべての教員に企業を知る機会を積極的に設け、生徒たちの就職支援に努めていきたいと考えております。
商工労働部と教育委員会、産業界、学校が連携し、産業系の高校生を対象に４日以上の企業実習を実施しております。
また、職業体験ができる県内企業情報などを発信するインターネットホームページ「まなともネット」により、中学生、高校生、大学生に対して、職業体験・企業実習の情報を提供し、県内企業の理解促進に努めております。
また、未就職のまま卒業した高校生に対して、ハローワーク等の紹介により原則３カ月試行雇用した場合に支給する奨励金「試行雇用奨励金（トライアル雇用奨励金）」、3か月の有期雇用を経て正規雇用に移行した場合に支給する「3年以内既卒者トライアル雇用奨励金」（平成24年6月まで）を活用することができます。　


	３．Ｕ・Ｉ・Ｊターン者の雇用の受け皿づくりに向け、新たな産業興
しとなる高知県産業振興計画の地域アクションプランを強力に推進する
とともに、企業誘致に積極的に取り組むこと。
	産業振興推進部（地域づくり課）、商工労働部（雇用労働政策課）
産業振興推進部（計画推進課）

商工労働部（企業立地課）
	【ＵＪＩターン者雇用の受け皿】
少子化・高齢化といった高知県の現状からすると、地域が将来にわたって存続していけるよう、県内各地域への定住を進めていくことは大変重要であり、そのためには地域での生活を目指す若者やＵ・Ｊ・Ｉターンの皆さんが暮らしていける所得が十分に生み出せるような働く場の確保が必要になります。
【地域アクションプランに関して】
こうしたことから、本県の強みである第一次産業を中心に、特徴ある地域資源を活用した食品加工業をはじめとする取り組みを、地域アクションプランに位置づけて支援することで、雇用の受け皿となる地域の新たな産業として、またひいては地域の暮らしを支えていける基幹産業として発展させていくことを目指しています。来年度は、民間事業者のみなさんに、さらなるご参画をいただけるよう仕組みを充実していくことも検討しております。
【企業誘致に関して】
産業振興計画では、本県の強みを生かした企業誘致の推進を掲げ、本県の一次産品など、地域固有の資源を生かした企業誘致に取り組むこととしております。
本年４月に改正した補助制度では、産業振興計画をより強く推進するため、農林水産物など本県の強みである地域資源を活用して、新たな付加価値を生む食品加工や木材加工などの業種については、補助率を一段高く設定しております。
今後も、この補助制度を活用して、貴会のお力添えもいただきながら、市町村や産業振興センター等の関係機関と連携した企業訪問活動など、積極的な企業誘致を行ってまいります。


	４．大都市圏での移住フェアの開催や、アンテナショップを活用
して県内移住に関する情報を積極的に発信するとともに、県内市
町村の特性を活かした移住促進事業をさらに推進すること。また、
本県での長期滞在、移住に関心を寄せるＵ・Ｉ・Ｊターン希望者
に対するきめ細かな相談体制の充実、必要とする情報の収集、受
け入れ体制の整備などを行うとともに、移住を民間ビジネスにつ
なげるための官民協働による「移住ビジネス協議会」の取り組み
を積極的に推進すること。
	産業振興推進部（地産地消・外商課、地域づくり課）

商工労働部（雇用労働政策課）
	本県では、移住対策として、団塊の世代等をターゲットにした移住促進と併せて、１次産業の担い手確保を目指した取り組みを進めております。
移住希望者や新規就農希望者など、様々な相談にワンストップで対応する、総合的な相談窓口となる「移住コンシェルジュ」を３名配置し、関係機関と連携して、希望者のニーズや相談履歴などの個人情報、空き家、農地や求人等の地域情報などを一元的に管理するデータベースも活用しながら、相談から定住までを段階に応じてきめ細かなフォローアップを実施しております。
また、ホームページやメールマガジンを通じて効果的な情報発信を行うとともに、都市部で開催される移住相談会にも積極的に参加し、東京事務所、大阪事務所及び名古屋事務所において情報発信や相談を受け付けております。この外、東京ではアンテナショップ「まるごと高知」においても、相談窓口として、観光・ふるさと情報コーナーを設けて情報発信を行っているほか、レストランを活用した移住相談会を実施しております。
さらに、移住ビジネス協議会を設置し、官民協働により、移住者へのサポートと同時に、ビジネスとしても成り立つような移住ビジネスの可能性を検討しており、できることから順次、事業化につなげてまいりたいと考えております。
　これらの取り組みが成果を挙げるためには、市町村や民間の方々との協働により、取り組みが県全体に拡大していくことが必要であると考えておりますので、なお一層の連携・協力をお願いいたします。
高知県Ｕ・Ｉターン企業就職等支援センターでは、高知県へのＵ・Ｉ・Ｊターン希望者と求人企業の双方に、求人・求職に関する情報提供を行うためのシステムを運営しており、専任のアドバイザーによるきめ細かな相談や無料職業紹介も行っております。
また、県内外で開催しているＵ・Ｉターン就職相談会においても、Ｕ・Ｉ・Ｊターン希望者に対して、一次産業への就業相談や、高知県と市町村による移住相談ブースも設けるなど、移住担当部署と就業担当部署が連携して取り組んでおります。
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